
 

 

   日立市防犯用品購入経費補助金交付要綱 

 （趣旨）  

第１条  この要綱は、地域における犯罪を未然に防止するため、自主的

に防犯活動（防犯のためのパトロール、児童等を犯罪から守るための

活動、防犯に関する学習その他防犯に関する意識の高揚を図るための

活動等をいう。以下同じ。）を行う団体に対し、防犯用品の購入に要す

る経費の一部を予算の範囲内において補助することについて、必要な

事項を定めるものとする。 

 （補助対象団体） 

第２条  補助金の交付を受けることができる団体は、次の各号のいずれ

にも該当する団体とする。 

 (1) 営利を目的とせず、自主的に、かつ、継続して防犯活動に取り組

む団体 

 (2) 市内を防犯活動の範囲とし、市内に居住又は滞在する者１０人以

上で構成される団体 

２  前項の規定にかかわらず、この要綱による補助金の交付を受けた年 

 度の翌年度から起算して５年を経過しない団体は、再度この要綱によ 

 る防犯用品に係る補助金の交付を受けることができない。 

 （防犯用品） 

第３条  補助金の交付の対象となる防犯用品の範囲は、次に掲げるもの

とする。 

 (1) 防犯活動に使用する物品 

 (2) 防犯に関する啓発、広報のための物品（印刷に要する経費を含む。） 



 

 

 (3) その他防犯活動のため必要と認めるもの 

 （補助金の額） 

第４条  補助金の額は、前条に定める防犯用品の購入経費の２分の１に

相当する額とし、１団体について５０，０００円を限度とする。 

２  同一の団体に対する２回目以降の補助金の額は、前項の規定にかか

わらず、前条に定める防犯用品の購入経費の４分の１に相当する額と

し、２５，０００円を限度とする。 

３  前２項の規定による補助金の額に１００円未満の端数金額が生じた

ときは、その端数金額を切り捨てる。 

 （補助金の申請） 

第５条  補助金の交付を受けようとする団体の代表者は、日立市防犯用

品購入経費補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 団体概要書（様式第２号） 

 (2) 団体の構成員の氏名及び住所を記載した名簿 

 (3) 防犯用品の購入に係る見積書 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の交付決定） 

第６条  市長は、前条の申請書の提出があったときは、当該申請に係る

書類を審査し、必要に応じて調査を行い、補助金の交付の適否を決定

する。 

２  市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、日立市



 

 

防犯用品購入経費補助金交付決定通知書（様式第３号）により、当該

申請を行った者に通知する。 

 （購入内容の変更等） 

第７条  前条第２項の補助金の交付の決定を受けた者は、次の各号のい

ずれかに該当する場合には、遅滞なく日立市防犯用品購入経費補助金

購入内容変更・中止申請書（様式第４号）を市長に提出しなければな

らない。 

(1)  補助金の交付の決定を受けた防犯用品の購入に係る内容を変更し 

ようとするとき。 

(2)  補助金の交付の決定を受けた防犯用品の購入を中止しようとする 

とき  

２  市長は、前項の申請書の提出があった場合には、補助金の交付の決

定を取り消し、又は変更することができる。 

３  市長は、前項の規定により、補助金の交付の決定を取り消し、又は

変更したときは、速やかに、日立市防犯用品購入経費補助金交付決定

変更通知書（様式第５号）により、第１項の規定により申請を行った

者に通知する。 

 （実績報告及び交付の請求） 

第８条  補助金の交付の決定（前条第３項の規定による補助金の交付の

決定の変更を含む。以下この条において同じ。）を受けた者は、当該補

助金の交付の決定を受けた防犯用品の購入が完了し、補助金の交付を

受けようとするときは、日立市防犯用品購入経費補助金実績報告書兼

請求書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ



 

 

ればならない。 

（ 1）  防犯用品の購入に係る領収書 

（ 2）  その他市長が必要と認める書類 

 （その他）  

第９条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附  則  

 この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。 

   附  則  

 この要綱は、平成２１年 １月２１日から施行する。 

附  則  

 この要綱は、平成２２年 ２月 ４日から施行する。 

附  則  

１  この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、附則の改 

正規定は、平成２３年３月３１日から適用する。 

２  この要綱の適用の際、既にこの要綱による改正前の日立市防犯用品 

 購入経費補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受けている団体 

は、この要綱による改正後の日立市防犯用品購入経費補助金交付要綱 

の規定により補助金の交付を受けた団体とみなす。 


